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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第51期
第３四半期
累計期間

第52期
第３四半期
累計期間

第51期
第３四半期
会計期間

第52期
第３四半期
会計期間

第51期

会計期間

自平成21年
４月１日
至平成21年
12月31日

自平成22年
４月１日
至平成22年
12月31日

自平成21年
10月１日
至平成21年
12月31日

自平成22年
10月１日
至平成22年
12月31日

自平成21年
４月１日
至平成22年
３月31日

売上高（千円） 9,414,77110,610,9553,829,3503,615,46221,514,076

経常利益又は経常損失（△）

（千円）
△711,598△997,197△157,296△163,1981,667,286

四半期純損失（△）又は当期純利

益（千円）
△461,972△602,699△115,952△87,035 934,680

持分法を適用した場合の投資利益

（千円）
－ － － － －

資本金（千円） － － 470,494 470,494 470,494

発行済株式総数（千株） － － 8,197 8,197 8,197

純資産額（千円） － － 10,506,95410,995,82811,910,899

総資産額（千円） － － 19,829,54820,027,97619,490,319

１株当たり純資産額（円） － － 1,281.901,341.571,453.19

１株当たり四半期純損失金額

（△）又は当期純利益金額（円）
△56.36 △73.53 △14.15 △10.62 114.04

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円）
－ － － － －

１株当たり配当額（円） 5.00 5.00 － － 34.00

自己資本比率（％） － － 53.0 54.9 61.1

営業活動による

キャッシュ・フロー（千円）
868,532 754,171 － － 1,128,498

投資活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△140,874△101,882 － － △320,431

財務活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△410,995△280,148 － － △411,565

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（千円）
－ － 4,575,1975,027,1764,655,036

従業員数（人） － － 628 632 623

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移につい

ては記載しておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社がないため記載しておりません。

４．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。
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２【事業の内容】

当第３四半期会計期間において、当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。

 

３【関係会社の状況】

当社には関係会社がありませんので、該当事項はありません。

４【従業員の状況】

提出会社の状況 平成22年12月31日現在

従業員数（人） 632 (65)

（注）　従業員数は就業人員（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む。）であり、臨時雇用者

数（パートタイマー、人材会社からの派遣社員）は、当第３四半期会計期間の平均人員を（　）外数で記載して

おります。
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第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

当社が営んでおります空調計装関連事業及び産業計装関連事業では、生産実績を定義することが困難であります。

また、請負形態をとっているため販売実績という定義は実態に即しておりません。

よって、「受注工事高及び完成工事高等の状況」として次に記載しております。

受注工事高及び完成工事高等の状況

(1）受注工事高、完成工事高、繰越工事高

期別 報告セグメントの名称
期首繰越工事高
（千円）

期中受注工事高
（千円）

計（千円）
期中完成工事高
（千円）

期末繰越工事高
（千円）

前第３四半期累計期間

(自平成21年４月１日

至平成21年12月31日)

空調計装関連事業 10,218,68414,634,35424,853,0387,619,76717,233,271

産業計装関連事業 1,301,9461,538,4912,840,4371,349,5361,490,900

合計 11,520,63016,172,84527,693,4758,969,30418,724,171

当第３四半期累計期間

(自平成22年４月１日

至平成22年12月31日)

空調計装関連事業 10,195,82914,107,64124,303,4709,167,13315,136,337

産業計装関連事業 630,162 1,112,2281,742,391 952,494 789,896

合計 10,825,99115,219,87026,045,86110,119,62715,926,234

前事業年度

(自平成21年４月１日

至平成22年３月31日)

空調計装関連事業 10,218,68418,357,34428,576,02818,380,19910,195,829

産業計装関連事業 1,301,9461,827,6533,129,5992,499,437 630,162

合計 11,520,63020,184,99731,705,62720,879,63610,825,991

（注）１．前事業年度以前に受注した工事で、契約の変更により請負金額に増減のあるものについては、期中受注工事高

にその増減額が含まれております。したがって、期中完成工事高にも同様の増減額が含まれております。

２．期末繰越工事高は（期首繰越工事高＋期中受注工事高－期中完成工事高）に一致しております。

３．期中受注高及び期中売上高としては、上記期中受注工事高及び期中完成工事高のほかに、制御機器類の販売に

係る期中受注高及び期中売上高が次のとおりあります。

（前第３四半期累計期間）

空調計装関連事業248,357千円、産業計装関連事業197,110千円

（当第３四半期累計期間）

空調計装関連事業276,891千円、産業計装関連事業214,436千円

(2）売上にかかる季節的変動について

当社の売上高は、通常の営業の形態として、工事の完成引渡しが第４四半期会計期間に集中しているため、第１四半

期会計期間から第３四半期会計期間における売上高に比べ、第４四半期会計期間の売上高が著しく多くなるといった

季節的変動があります。

(3）受注工事高

期別 報告セグメントの名称 官公庁（千円） 民間（千円） 合計（千円）

前第３四半期会計期間

(自平成21年10月１日

至平成21年12月31日)

空調計装関連事業 884,696 3,276,469 4,161,166

産業計装関連事業 76,302 395,674 471,977

合計 960,999 3,672,144 4,633,143

当第３四半期会計期間

(自平成22年10月１日

至平成22年12月31日)

空調計装関連事業 1,043,594 3,107,525 4,151,120

産業計装関連事業 84,371 354,092 438,464

合計 1,127,966 3,461,618 4,589,584
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(4）販売実績

①　完成工事高

期別 報告セグメントの名称 官公庁（千円） 民間（千円） 合計（千円）

前第３四半期会計期間

(自平成21年10月１日

至平成21年12月31日)

空調計装関連事業 417,973 2,642,478 3,060,452

産業計装関連事業 13,823 603,652 617,475

合計 431,796 3,246,130 3,677,927

当第３四半期会計期間

(自平成22年10月１日

至平成22年12月31日)

空調計装関連事業 878,537 2,302,910 3,181,448

産業計装関連事業 14,304 241,849 256,154

合計 892,842 2,544,760 3,437,602

（注）１．完成工事高のうち、請負金額が5千万円以上の主なものは次のとおりであります。

（前第３四半期会計期間）

㈱テクノ菱和

 

三機工業㈱

㈱日商グラビア

㈱きんでん

三宝電機㈱

・シャープ㈱堺工場太陽光パネル工場向けユーティリティ供給設備工事の

うち自動制御工事

・㈱IPSアルファテクノロジ姫路工場エネルギー棟オンサイト工事(Step1)

・本社工場ＶＯＣ処理システム設置工事

・関西電力㈱新北別館中央監視装置更新工事

・パナソニック㈱エナジー社住之江工場Ｂ棟ユーティリティ設備工事

（当第３四半期会計期間）

三宝電機㈱

高砂熱学工業㈱

㈱ＴＯＫＡＩ

菱和設備㈱

㈱テクノ菱和

・パナソニック㈱エナジー社住之江Ａ棟ユーティリティ設備工事

・三愛石油㈱川崎エネルギーセンター計装工事

・静岡県立美術館空調設備改修工事

・静岡産業支援センター（ツインメッセ）計装工事

・㈱潤工社ＫＯＣ第2期工事

２．完成工事高総額に対する割合が100分の10以上の相手先別の完成工事高及びその割合は、次のとおりでありま

す。

（前第３四半期会計期間） 　

三機工業㈱ 498,569千円13.6％

㈱テクノ菱和 463,516千円12.6％

（当第３四半期会計期間） 　

高砂熱学工業㈱ 745,387千円21.7％
 

②　商品売上高

期別 報告セグメントの名称 金額（千円）

前第３四半期会計期間

(自平成21年10月１日

至平成21年12月31日)

空調計装関連事業 82,048

産業計装関連事業 69,374

合計 151,422

当第３四半期会計期間

(自平成22年10月１日

至平成22年12月31日)

空調計装関連事業 98,272

産業計装関連事業 79,587

合計 177,859

(5）繰越工事高（平成22年12月31日現在）

報告セグメントの名称 官公庁（千円） 民間（千円） 合計（千円）

空調計装関連事業 4,554,653 10,581,684 15,136,337

産業計装関連事業 139,022 650,874 789,896

合計 4,693,675 11,232,558 15,926,234

（注）　繰越工事高のうち、請負金額が１億円以上の主なものは次のとおりであります。

富士古河Ｅ＆Ｃ㈱ ・富士通エフ・アイ・ピー㈱横浜新センタ（大丸）新築工事 平成23年１月完成予定

第一工業㈱ ・東京都医学系総合研究所Ⅱ期新築空調設備工事・電気計装工事 平成23年３月完成予定

高砂熱学工業㈱ ・㈱あおぞら銀行府中別館中央監視システム更新工事 平成23年３月完成予定

高砂熱学工業㈱ ・島根大学（医病）病棟新営機械設備自動制御設備工事 平成23年６月完成予定

三機工業㈱ ・横浜西口ＫＮビル改修工事 平成24年２月完成予定
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なお、参考のため、空調計装関連事業の「受注工事高及び完成工事高等の状況」を、新設工事と既設工事とに区分し

て示しますと、次のとおりであります。

(1）受注工事高、完成工事高、繰越工事高　〔空調計装関連事業〕

期別 区分
期首繰越工事高
（千円）

期中受注工事高
（千円）

計（千円）
期中完成工事高
（千円）

期末繰越工事高
（千円）

前第３四半期累計期間

(自平成21年４月１日

至平成21年12月31日)

新設工事 6,872,1185,920,04112,792,1592,888,7569,903,402

既設工事 3,346,5668,714,31312,060,8794,731,0107,329,868

合計 10,218,68414,634,35424,853,0387,619,76717,233,271

当第３四半期累計期間

(自平成22年４月１日

至平成22年12月31日)

新設工事 7,672,9324,057,95711,730,8894,292,7627,438,127

既設工事 2,522,89610,049,68412,572,5814,874,3707,698,210

合計 10,195,82914,107,64124,303,4709,167,13315,136,337

前事業年度

(自平成21年４月１日

至平成22年３月31日)

新設工事 6,872,1187,568,88314,441,0016,768,0697,672,932

既設工事 3,346,56610,788,46014,135,02611,612,1302,522,896

合計 10,218,68418,357,34428,576,02818,380,19910,195,829

（注）１．前事業年度以前に受注した工事で、契約の変更により請負金額に増減のあるものについては、期中受注工事高

にその増減額が含まれております。したがって、期中完成工事高にも同様の増減額が含まれております。

２．期末繰越工事高は（期首繰越工事高＋期中受注工事高－期中完成工事高）に一致しております。

(2）受注工事高　〔空調計装関連事業〕

期別 区分 官公庁（千円） 民間（千円） 合計（千円）

前第３四半期会計期間

(自平成21年10月１日

至平成21年12月31日)

新設工事 303,745 1,434,802 1,738,547

既設工事 580,951 1,841,667 2,422,619

合計 884,696 3,276,469 4,161,166

当第３四半期会計期間

(自平成22年10月１日

至平成22年12月31日)

新設工事 244,550 1,347,077 1,591,627

既設工事 799,044 1,760,448 2,559,493

合計 1,043,594 3,107,525 4,151,120

(3）完成工事高　〔空調計装関連事業〕

期別 区分 官公庁（千円） 民間（千円） 合計（千円）

前第３四半期会計期間

(自平成21年10月１日

至平成21年12月31日)

新設工事 158,865 1,273,321 1,432,186

既設工事 259,108 1,369,156 1,628,265

合計 417,973 2,642,478 3,060,452

当第３四半期会計期間

(自平成22年10月１日

至平成22年12月31日)

新設工事 299,118 712,267 1,011,386

既設工事 579,419 1,590,642 2,170,062

合計 878,537 2,302,910 3,181,448

(4）繰越工事高　〔空調計装関連事業〕（平成22年12月31日現在）

区分 官公庁（千円） 民間（千円） 合計（千円）

新設工事 1,833,359 5,604,767 7,438,127

既設工事 2,721,294 4,976,916 7,698,210

合計 4,554,653 10,581,684 15,136,337
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２【事業等のリスク】

当第３四半期会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

３【経営上の重要な契約等】

当第３四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社が判断したものであります。 

(1）業績の状況

当第３四半期会計期間におけるわが国経済は、企業収益や設備投資など一部の経済指標において改善の動きが

見られたものの、デフレの影響や雇用情勢の厳しさなどもあり、「足踏み状態」と言われる状況で推移しました。

建設業界におきましても、民間需要、公共需要とも低調に推移し、総じて厳しい状況で推移しました。

このような状況下にあって当社は、空調計装関連事業の新設工事においては「営業力強化と安定的な受注量確

保」、空調計装関連事業の既設工事においては「低炭素社会のニーズに応える事業展開」、産業計装関連事業に

おいては「システムエンジニアリング力と品質管理の向上」を対処すべき課題として掲げ、事業展開してまいり

ました。

業績の状況につきましては、受注高は、空調計装関連事業の既設工事が増加したものの、空調計装関連事業の新

設工事、産業計装関連事業において減少したことを受け、4,767百万円（前年同期比0.4%減）となりました。

売上高につきましては、空調計装関連事業の新設工事、産業計装関連事業が減少したことを主因に、3,615百万

円（同5.6%減）となりました。

上記の結果、損益面につきましては、営業損失が165百万円（前年同期は169百万円の損失）、経常損失が163百

万円（前年同期は157百万円の損失）、四半期純損失は87百万円（前年同期は115百万円の損失）となりました。

なお、当社の売上高及び利益は、通常の事業の形態として、第１四半期から第３四半期までの各会計期間に比

べ、第４四半期会計期間に偏重する傾向があります。

セグメント別動向の概況は次のとおりです。

〔空調計装関連事業〕

空調計装関連事業につきましては、受注工事高は、既設工事における省エネルギー化提案ビジネスは好調に推

移したものの、新設工事において減少し、4,151百万円（前年同期比0.2%減）となりました。内訳は、新設工事が

1,591百万円（同8.5%減）、既設工事が2,559百万円（同5.7%増）でした。

完成工事高は、好調に推移した既設工事が新設工事の減少をカバーし、3,181百万円（同4.0%増）となりまし

た。内訳は、新設工事が1,011百万円（同29.4%減）、既設工事が2,170百万円（同33.3%増）でした。

制御機器類販売の受注高及び売上高は、98百万円（同19.8%増）となりました。

総じて、空調計装関連事業の受注高は4,249百万円（同0.1%増）、売上高は3,279百万円（同4.4%増）となりま

した。

〔産業計装関連事業〕

主に工場や各種搬送ライン向けに、空調以外の計装工事及び各種自動制御工事を行う産業計装関連事業につき

ましては、受注工事高は、搬送工事の減少等により、438百万円（前年同期比7.1%減）となりました。

完成工事高においても、VOCソリューション事業の減少等により、256百万円（同58.5%減）となりました。

制御機器類販売の受注高及び売上高は、79百万円（同14.7%増）となりました。

総じて、産業計装関連事業の受注高は518百万円（同4.3%減）、売上高は335百万円（同51.1%減）となりまし

た。
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(2）キャッシュ・フローの状況

当第３四半期会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、第２四半期会計期間末に

比べ427百万円減少し、5,027百万円（前年同期比9.9％増）となりました。当第３四半期会計期間における各

キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

当第３四半期会計期間において営業活動の結果使用した資金は175百万円（前年同期は8百万円の使用）となり

ました。これは、主に未成工事受入金の増加1,147百万円及び仕入債務の増加1,084百万円に対して、未成工事支出

金等の増加1,882百万円及び売上債権の増加301百万円があったことによるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

当第３四半期会計期間において投資活動の結果使用した資金は210百万円（前年同期比128.5％増）となりま

した。これは、主に投資有価証券の取得による支出103百万円及び無形固定資産の取得による支出94百万円による

ものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

当第３四半期会計期間において財務活動の結果使用した資金は41百万円（同0.6％減）となりました。これは、

主に配当金の支払41百万円によるものであります。

(3）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期会計期間において、当社が対処すべき課題について重要な変更はありません。

(4）研究開発活動

当第３四半期会計期間における当社の研究開発活動の金額は、18百万円であります。

なお、当第３四半期会計期間において、当社の研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３【設備の状況】
(1）主要な設備の状況

当第３四半期会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

(2）設備の新設、除却等の計画

当第３四半期会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等の計画はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 32,790,000

計 32,790,000

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末
現在発行数（株）
（平成22年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成23年２月９日）

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 8,197,500 8,197,500

大阪証券取引所

ＪＡＳＤＡＱ

（スタンダード）

単元株式数は100株

であります。

計 8,197,500 8,197,500 － －

　

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総数
増減数

（株）

発行済株式総数
残高

（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増減額

（千円）
資本準備金残高
（千円）

平成22年10月１日～

平成22年12月31日
－ 8,197,500 － 470,494 － 316,244

（６）【大株主の状況】

大量保有報告書等の写しの送付等がなく、当第３四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりませ

ん。　
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（７）【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、直前の基準日（平成22年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしてお

ります。

①【発行済株式】

 平成22年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式　　 1,200 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 8,194,700 81,947 －

単元未満株式 普通株式　　 1,600 － －

発行済株式総数 8,197,500 － －

総株主の議決権 － 81,947 －

　

②【自己株式等】

 平成22年９月30日現在

所有者の氏名又
は名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

日本電技株式会社 
東京都墨田区両国

2-10-14
1,200 － 1,200 0.01

計 － 1,200 － 1,200 0.01

（注）第３四半期末の自己株式数は、1,291株であります。
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２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成22年
４月

５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月

最高（円） 693 690 620 633 597 597 586 587 629

最低（円） 585 580 587 581 560 575 557 561 576

　（注）　最高・最低株価は、平成22年10月12日より大阪証券取引所ＪＡＳＤＡＱ（スタンダード）におけるものであり、

それ以前は大阪証券取引所ＪＡＳＤＡＱにおけるものであります。

３【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。
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第５【経理の状況】

１．四半期財務諸表の作成方法について

　当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第63

号。以下「四半期財務諸表等規則」という。）に準拠して作成し、「建設業法施行規則」（昭和24年建設省令第14号）

に準じて記載しております。 

　なお、前第３四半期会計期間（平成21年10月１日から平成21年12月31日まで）及び前第３四半期累計期間（平成21

年４月１日から平成21年12月31日まで）は、改正前の四半期財務諸表等規則に基づき、当第３四半期会計期間（平成

22年10月１日から平成22年12月31日まで）及び当第３四半期累計期間（平成22年４月１日から平成22年12月31日ま

で）は、改正後の四半期財務諸表等規則に基づいて作成しております。

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第３四半期会計期間（平成21年10月１日から平成21

年12月31日まで）及び前第３四半期累計期間（平成21年４月１日から平成21年12月31日まで）に係る四半期財務諸

表並びに当第３四半期会計期間（平成22年10月１日から平成22年12月31日まで）及び当第３四半期累計期間（平成

22年４月１日から平成22年12月31日まで）に係る四半期財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レ

ビューを受けております。

３．四半期連結財務諸表について

　当社は、子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。
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１【四半期財務諸表】
（１）【四半期貸借対照表】

（単位：千円）

当第３四半期会計期間末
(平成22年12月31日)

前事業年度末に係る
要約貸借対照表

(平成22年３月31日)

資産の部

流動資産

現金預金 2,727,610 2,655,441

受取手形・完成工事未収入金等 ※3
 3,485,558 6,989,150

有価証券 2,358,905 2,330,736

未成工事支出金 6,626,191 3,425,492

商品 28,079 14,294

材料貯蔵品 10,319 6,876

その他 1,021,033 518,321

貸倒引当金 △15,255 △20,481

流動資産合計 16,242,442 15,919,832

固定資産

有形固定資産 ※1
 943,312

※1
 906,414

無形固定資産 285,411 276,093

投資その他の資産 ※2
 2,556,810

※2
 2,387,978

固定資産合計 3,785,533 3,570,486

資産合計 20,027,976 19,490,319

負債の部

流動負債

支払手形・工事未払金等 4,122,694 3,664,099

未払費用 663,919 926,425

未払法人税等 3,618 523,366

未成工事受入金 3,247,250 1,405,454

完成工事補償引当金 25,004 14,999

工事損失引当金 142,953 83,073

その他 178,843 383,069

流動負債合計 8,384,285 7,000,489

固定負債

退職給付引当金 415,459 385,312

役員退職慰労引当金 232,403 193,618

固定負債合計 647,862 578,930

負債合計 9,032,148 7,579,420

純資産の部

株主資本

資本金 470,494 470,494

資本剰余金 316,244 316,244

利益剰余金 10,250,925 11,132,301

自己株式 △875 △765

株主資本合計 11,036,788 11,918,275

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △40,960 △7,376

評価・換算差額等合計 △40,960 △7,376

純資産合計 10,995,828 11,910,899

負債純資産合計 20,027,976 19,490,319
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（２）【四半期損益計算書】
【第３四半期累計期間】

（単位：千円）

前第３四半期累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年12月31日)

当第３四半期累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年12月31日)

売上高

完成工事高 8,969,304 10,119,627

商品売上高 445,467 491,327

売上高合計 9,414,771 10,610,955

売上原価

完成工事原価 6,412,474 7,947,999

商品売上原価 315,188 350,503

売上原価合計 6,727,663 8,298,503

売上総利益 2,687,108 2,312,452

販売費及び一般管理費 ※1
 3,414,377

※1
 3,328,943

営業損失（△） △727,269 △1,016,491

営業外収益

受取利息 16,143 13,101

受取配当金 13,308 13,885

その他 14,349 15,726

営業外収益合計 43,801 42,713

営業外費用

デリバティブ評価損 25,549 20,079

売上割引 173 151

コミットメントフィー 753 753

その他 1,653 2,435

営業外費用合計 28,130 23,419

経常損失（△） △711,598 △997,197

特別利益

固定資産売却益 116 －

貸倒引当金戻入額 2,636 20,192

特別利益合計 2,753 20,192

特別損失

固定資産除却損 3,007 3,407

賃貸借契約解約損 5,748 －

特別損失合計 8,755 3,407

税引前四半期純損失（△） △717,600 △980,412

法人税、住民税及び事業税 12,000 6,100

法人税等調整額 △267,627 △383,813

法人税等合計 △255,627 △377,713

四半期純損失（△） △461,972 △602,699
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【第３四半期会計期間】
（単位：千円）

前第３四半期会計期間
(自　平成21年10月１日
　至　平成21年12月31日)

当第３四半期会計期間
(自　平成22年10月１日
　至　平成22年12月31日)

売上高

完成工事高 3,677,927 3,437,602

商品売上高 151,422 177,859

売上高合計 3,829,350 3,615,462

売上原価

完成工事原価 2,732,365 2,528,817

商品売上原価 107,167 128,560

売上原価合計 2,839,532 2,657,377

売上総利益 989,817 958,085

販売費及び一般管理費 ※1
 1,159,440

※1
 1,123,524

営業損失（△） △169,622 △165,438

営業外収益

受取利息 5,378 4,021

受取配当金 4,897 5,460

その他 5,048 5,061

営業外収益合計 15,324 14,543

営業外費用

デリバティブ評価損 2,640 12,012

売上割引 106 33

コミットメントフィー 252 252

その他 － 5

営業外費用合計 2,998 12,303

経常損失（△） △157,296 △163,198

特別利益

貸倒引当金戻入額 － 14,476

特別利益合計 － 14,476

特別損失

固定資産除却損 45 79

賃貸借契約解約損 5,748 －

特別損失合計 5,794 79

税引前四半期純損失（△） △163,090 △148,800

法人税、住民税及び事業税 7,400 1,900

法人税等調整額 △54,538 △63,664

法人税等合計 △47,138 △61,764

四半期純損失（△） △115,952 △87,035
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（３）【四半期キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

前第３四半期累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年12月31日)

当第３四半期累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前四半期純損失（△） △717,600 △980,412

減価償却費 177,680 142,138

退職給付及び役員退職慰労引当金の増減額（△
は減少）

99,042 68,931

貸倒引当金の増減額（△は減少） △3,858 △18,442

完成工事補償引当金の増減額（△は減少） △2,579 10,004

工事損失引当金の増減額（△は減少） △6,674 59,879

受取利息及び受取配当金 △29,452 △26,987

デリバティブ評価損益（△は益） 25,549 20,079

売上債権の増減額（△は増加） 5,687,808 3,501,768

未成工事支出金等の増減額（△は増加） △4,427,876 △3,220,049

たな卸資産の増減額（△は増加） △8,587 △17,226

仕入債務の増減額（△は減少） △882,420 436,883

未成工事受入金の増減額（△は減少） 3,000,861 1,841,763

未払消費税等の増減額（△は減少） △385,904 △400,213

その他 △712,932 △185,745

小計 1,813,057 1,232,371

利息及び配当金の受取額 38,216 29,224

法人税等の支払額 △982,742 △507,424

営業活動によるキャッシュ・フロー 868,532 754,171

投資活動によるキャッシュ・フロー

有価証券の償還による収入 90,000 280,000

有形固定資産の取得による支出 △55,527 △61,743

無形固定資産の取得による支出 △74,385 △111,570

投資有価証券の取得による支出 △209,811 △210,715

投資有価証券の償還による収入 51,475 1,575

定期預金の払戻による収入 100,000 －

出資金の払込による支出 △20,000 －

敷金及び保証金の差入による支出 △16,928 △4,095

敷金及び保証金の回収による収入 3,613 4,270

その他 △9,310 396

投資活動によるキャッシュ・フロー △140,874 △101,882

財務活動によるキャッシュ・フロー

リース債務の返済による支出 △1,921 △1,440

自己株式の取得による支出 － △110

配当金の支払額 △409,074 △278,597

財務活動によるキャッシュ・フロー △410,995 △280,148

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 316,661 372,139

現金及び現金同等物の期首残高 4,258,535 4,655,036

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 4,575,197

※
 5,027,176
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【四半期財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

 
当第３四半期累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日）

会計処理基準に関する事項の変更 資産除去債務に関する会計基準の適用

　第１四半期会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計

基準第18号 平成20年３月31日）及び「資産除去債務に関する会計基準の

適用指針」（企業会計基準適用指針第21号 平成20年３月31日）を適用し

ております。 

　なお、これによる損益への影響はありません。

【簡便な会計処理】

 
当第３四半期累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日）

一般債権の貸倒見積高の算定方法 　当第３四半期会計期間末の貸倒実績率等が前事業年度末に算定したものと

著しい変化がないと認められるため、前事業年度末の貸倒実績率等を使用し

て貸倒見積高を算定しております。
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【注記事項】

（四半期貸借対照表関係）

当第３四半期会計期間末
（平成22年12月31日）

前事業年度末
（平成22年３月31日）

※１　有形固定資産の減価償却累計額は、577,653千円であ

ります。

※１　有形固定資産の減価償却累計額は、589,056千円であ

ります。

※２　資産の金額から直接控除している貸倒引当金の額

投資その他の資産 9,606千円

※２　資産の金額から直接控除している貸倒引当金の額

投資その他の資産 22,822千円

※３　四半期会計期間末日満期手形の会計処理については、

当第３四半期会計期間の末日は金融機関の休日でし

たが、満期日に決済が行われたものとして処理して

おります。当第３四半期会計期間末日満期手形の金

額は、次のとおりであります。

受取手形 19,411千円

──────

（四半期損益計算書関係）

前第３四半期累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日）

当第３四半期累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日）

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。

従業員給料手当 1,636,037千円

退職給付費用 83,798　

役員退職慰労引当金繰入額 34,545　

地代家賃 311,574　

減価償却費 163,071　

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。

従業員給料手当 1,634,080千円

退職給付費用 73,170　

役員退職慰労引当金繰入額 38,785　

地代家賃 308,001　

減価償却費 126,800　

　２　当社の売上高は、通常の営業の形態として、工事の完成

引渡しが第４四半期会計期間に集中しているため、

第１四半期会計期間から第３四半期会計期間におけ

る売上高に比べ、第４四半期会計期間の売上高が著

しく多くなるといった季節的変動があります。

　２　　　　　　　　　　同左

前第３四半期会計期間
（自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日）

当第３四半期会計期間
（自　平成22年10月１日
至　平成22年12月31日）

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。

従業員給料手当 545,162千円

退職給付費用 28,106　

役員退職慰労引当金繰入額 14,185　

地代家賃 100,579　

減価償却費 56,340　

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。

従業員給料手当 572,212千円

退職給付費用 24,462　

役員退職慰労引当金繰入額 12,301　

地代家賃 100,376　

減価償却費 43,458　

　２　当社の売上高は、通常の営業の形態として、工事の完成

引渡しが第４四半期会計期間に集中しているため、

第１四半期会計期間から第３四半期会計期間におけ

る売上高に比べ、第４四半期会計期間の売上高が著

しく多くなるといった季節的変動があります。

　２　　　　　　　　　　同左
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（四半期キャッシュ・フロー計算書関係）

前第３四半期累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日）

当第３四半期累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対照

表に掲記されている科目の金額との関係

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対照

表に掲記されている科目の金額との関係

（平成21年12月31日現在） （平成22年12月31日現在）

現金預金勘定 3,175,556千円

取得日から３ヶ月以内に償還期限の到

来する短期投資（有価証券）
1,399,640

 

現金及び現金同等物 4,575,197 

　

現金預金勘定 2,727,610千円

取得日から３ヶ月以内に償還期限の到

来する短期投資（有価証券）
2,299,566

 

現金及び現金同等物 5,027,176 

　

（株主資本等関係）

当第３四半期会計期間末（平成22年12月31日）及び当第３四半期累計期間（自平成22年４月１日　至平成22年12

月31日）

１．発行済株式の種類及び総数

普通株式  8,197,500株

２．自己株式の種類及び株式数

普通株式  1,291株

３．配当に関する事項

配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成22年６月29日

定時株主総会
普通株式 237,695 29 平成22年３月31日 平成22年６月30日利益剰余金

平成22年11月５日

取締役会　
普通株式　 40,981　 ５　  平成22年９月30日 平成22年12月７日利益剰余金　

　

（金融商品関係）

当第３四半期会計期間末（平成22年12月31日）

受取手形・完成工事未収入金等が、会社の事業の運営において重要なものとなっており、かつ、前事業年度の

末日に比べて著しい変動が認められます。　

　

科目
四半期貸借対照表
計上額（千円）

時価（千円） 差額（千円）

受取手形・完成工事未収入金等 3,485,558 3,485,558 －

（注） 金融商品の時価の算定方法

受取手形・完成工事未収入金等

短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。

　

（有価証券関係）

当第３四半期会計期間末（平成22年12月31日）

有価証券の四半期貸借対照表計上額その他の金額は、前事業年度の末日と比較して著しい変動がありません。

 

（デリバティブ取引関係）

当第３四半期会計期間末（平成22年12月31日）

デリバティブ取引の四半期会計期間末の契約額等は、前事業年度の末日と比較して著しい変動がありません。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

１．報告セグメントの概要

当第３四半期累計期間（自平成22年４月１日　至平成22年12月31日）及び当第３四半期会計期間（自平成

22年10月１日　至平成22年12月31日）

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、経営

資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。

当社は、市場等の類似性を考慮した工事種類別のセグメントから構成されており、「空調計装関連事業」

及び「産業計装関連事業」の２つを報告セグメントとしております。

「空調計装関連事業」は、オフィスビル、工場、病院、研究所、学校、商業施設等の非居住用建築物に対する

空調自動制御システムの設計、施工並びに施工後の保守、点検等を行うほか自動制御盤、センサー、サーモス

タット等空調を自動制御するための機器類を販売しております。「産業計装関連事業」は、空調計装以外の

あらゆる計装分野を対象として、主に食品、薬品工場等の各種生産工程や郵便局、新聞社等の搬送ラインにお

ける自動制御システムの設計、施工並びに施工後の保守、点検等を行うほか、調節計、流量計、工業用バルブ等

の制御機器類を販売しております。　

２．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報　

当第３四半期累計期間（自平成22年４月１日　至平成22年12月31日）

（単位：千円）

 

報告セグメント
調整額
（注）1

四半期
損益計算書
計上額
（注）2

空調計装
関連事業

産業計装
関連事業

計

売上高      

外部顧客への売上高 9,444,0241,166,93010,610,955 － 10,610,955

セグメント間の内部
売上高又は振替高

－ － － － －

計 9,444,0241,166,93010,610,955 － 10,610,955

セグメント利益又はセ

グメント損失（△)
349,129△22,646 326,482△1,342,974△1,016,491

（注）１．セグメント利益又はセグメント損失（△）の調整額△1,342,974千円は、全社費用であります。

全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

２．セグメント利益又はセグメント損失（△）は、四半期損益計算書の営業損失と調整を行ってお

ります。
　

当第３四半期会計期間（自平成22年10月１日  至平成22年12月31日）

（単位：千円）

 

報告セグメント
調整額
（注）1

四半期
損益計算書
計上額
（注）2

空調計装
関連事業

産業計装
関連事業

計

売上高      

外部顧客への売上高 3,279,721335,7413,615,462 － 3,615,462

セグメント間の内部
売上高又は振替高

－ － － － －

計 3,279,721335,7413,615,462 － 3,615,462

セグメント利益又はセ

グメント損失（△)
304,939△21,255 283,683△449,122△165,438

　（注）１．セグメント利益又はセグメント損失（△）の調整額△449,122千円は、全社費用であります。全

社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

２．セグメント利益又はセグメント損失（△）は、四半期損益計算書の営業損失と調整を行ってお

ります。
　

（追加情報）

第１四半期会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号　平成21年

３月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号　平

成20年３月21日）を適用しております。
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（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第３四半期会計期間末
（平成22年12月31日）

前事業年度末
（平成22年３月31日）

１株当たり純資産額 1,341.57円 １株当たり純資産額 1,453.19円

２．１株当たり四半期純損失金額

前第３四半期累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日）

当第３四半期累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日）

１株当たり四半期純損失金額 56.36円 １株当たり四半期純損失金額 73.53円

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額に

ついては、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株

式が存在しないため記載しておりません。

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額に

ついては、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株

式が存在しないため記載しておりません。

（注）１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日）

当第３四半期累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日）

四半期純損失（千円） 461,972 602,699

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純損失（千円） 461,972 602,699

期中平均株式数（千株） 8,196 8,196

前第３四半期会計期間
（自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日）

当第３四半期会計期間
（自　平成22年10月１日
至　平成22年12月31日）

１株当たり四半期純損失金額 14.15円 １株当たり四半期純損失金額 10.62円

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額に

ついては、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株

式が存在しないため記載しておりません。

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額に

ついては、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株

式が存在しないため記載しておりません。

（注）１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期会計期間
（自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日）

当第３四半期会計期間
（自　平成22年10月１日
至　平成22年12月31日）

四半期純損失（千円） 115,952 87,035

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純損失（千円） 115,952 87,035

期中平均株式数（千株） 8,196 8,196

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

２【その他】

平成22年11月５日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

(イ）中間配当による配当金の総額……………………40,981千円

(ロ）１株当たりの金額…………………………………５円00銭

(ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日…………平成22年12月７日

（注）平成22年９月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主又は登録株式質権者に対し、支払いを行っておりま

す。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成22年２月８日

日本電技株式会社

取締役会　御中

新日本有限責任監査法人

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 山田　洋一　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 小野　淳史　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日本電技株式会社の

平成21年４月１日から平成22年３月31日までの第51期事業年度の第３四半期会計期間（平成21年10月１日から平成21年12

月31日まで）及び第３四半期累計期間（平成21年４月１日から平成21年12月31日まで）に係る四半期財務諸表、すなわち、

四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び四半期キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期

財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期財務諸表に対する結論を表明することに

ある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる

四半期財務諸表の作成基準に準拠して、日本電技株式会社の平成21年12月31日現在の財政状態、同日をもって終了する第３

四半期会計期間及び第３四半期累計期間の経営成績並びに第３四半期累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示

していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成23年２月７日

日本電技株式会社

取締役会　御中

新日本有限責任監査法人

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 山田　洋一　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 小野　淳史　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日本電技株式会社の

平成22年４月１日から平成23年３月31日までの第52期事業年度の第３四半期会計期間（平成22年10月１日から平成22年12

月31日まで）及び第３四半期累計期間（平成22年４月１日から平成22年12月31日まで）に係る四半期財務諸表、すなわち、

四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び四半期キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期

財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期財務諸表に対する結論を表明することに

ある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる

四半期財務諸表の作成基準に準拠して、日本電技株式会社の平成22年12月31日現在の財政状態、同日をもって終了する第３

四半期会計期間及び第３四半期累計期間の経営成績並びに第３四半期累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示

していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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